
区 分 No

5,928 百万円

〔大規模事業所対策〕

1

〔中小規模事業所対策〕

2 中小規模事業所における地球温暖化対策の推進（省エネ診断等）

3 中小規模事業所向け地球温暖化対策報告書制度の推進

4 中小テナントビル省エネ促進事業（共用部のＬＥＤ化への拡大）

5 新 エネルギー最適化プロジェクト

〔家庭部門対策〕

6 新 既存住宅における高断熱窓導入促進事業

7 新 エコハウスの普及促進

8 新 行動変容を促す家庭の省エネ推進事業

〔運輸部門対策〕

9 次世代自動車等の普及促進

〔地域環境交通施策の推進〕

10 環境交通施策の推進（自転車シェアリング）

〔都市づくりにおける低炭素化〕

11 建築物における環境配慮の推進

1,036 百万円

12 新 自立型ソーラースタンド普及事業

13 地産地消型再生可能エネルギー導入拡大事業

14 都民・事業者の再エネ電力の利用を促す仕組みづくり

5,702 百万円

15 燃料電池自動車等導入促進事業

16 水素ステーション設備等導入促進事業（バス用水素ステーションへの拡大）

17 事業所向け再生可能エネルギー由来水素活用設備導入促進事業

18 水素社会実現に向けた普及促進

19 中小GSの水素ステーション導入に向けた支援事業

20 スマートエネルギーエリア形成推進事業（水素利活用設備への拡大）

21 新 業務・産業用車両の水素利活用実証事業

22 新 水素蓄電を活用したまちづくりに向けた調査

　「新」　は新規事業

平成29年度　環境局 主要要求事業

大規模事業所に対する温室効果ガス排出総量削減義務と排出量取引制度の運用

事 項 要 求 額

ス
マ
ー
ト
エ
ネ
ル
ギ
ー
都
市
の
実
現

省エネルギー対策・エネルギーマネジメント等の推進

水素社会実現に向けた取組

再生可能エネルギー（自然エネルギー）の導入拡大

環境局予算要求額 40,928 百万円 （前年度比 17.3％減）
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区 分 No.

306 百万円

23 新

24 新 レジ袋対策

25 先進企業等と共同した「持続可能な資源利用」に向けたモデル事業の実施

26 新 エコマテリアルの利用拡大に向けた取組

300 百万円

27 健全な静脈ビジネスの発展

28 新 高濃度ＰＣＢ廃棄物の迅速な処理に向けた対策

21 百万円

29 新 東京都災害廃棄物処理計画に基づく災害廃棄物対策

1,663 百万円

30 多摩の森林再生計画

31 水の浸透を高める枝打ち事業

32 保全地域の安心安全対策

33 保全地域における希少種等保全策の強化

34 江戸のみどり推進プロジェクト

35 新 野生鳥獣生息管理（イノシシ・ツキノワグマ）

36 二ホンジカ個体数管理

37 新 花の都プロジェクト

38 外来生物対策事業（キョン）

1,855 百万円

39 自然公園の整備

40 新 新たな時代の自然公園事業の新展開

41 世界自然遺産保全事業

42 小笠原諸島の自然保護と観光（エコツーリズム）

43 都民の自然体験活動の促進

44 花と緑の東京募金の運営

　「新」　は新規事業

食品ロス・食品廃棄物対策の推進

事 項 要 求 額

自
然
豊
か
で
多
様
な
生
き
も
の
と
共
生
で
き
る

都
市
環
境
の
継
承

３
Ｒ
・
適
正
処
理
の
促
進
と

「持
続
可

能
な
資
源
利
用
」
の
推
進

生物多様性の保全・緑の創出

生物多様性の保全を支える環境整備と裾野の拡大

「持続可能な資源利用」の推進

静脈ビジネスの発展及び廃棄物の適正処理の促進

災害廃棄物対策の強化

2



区 分 No.

731 百万円

45 微小粒子状物質（ＰＭ２．５）対策の推進

46 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）対策の推進（民間と連携した取組の推進）

47 大気汚染物質削減総合対策の推進（大気シミュレーション解析の追加等）

48 低公害・低燃費車の普及促進

49 環境保全資金融資あっせん

50 航空機騒音対策の推進

60 百万円

51 中小事業者への土壌汚染対策技術支援制度

52 新 土壌汚染に関する台帳のインターネット公開

974 百万円

53 清流復活関連施設の維持管理

54 ヒートアイランド対策暑熱対応（街なかにおける面的な暑さ対策への拡大）

302 百万円

55 環境における国際連携の推進

56 新たな環境施策を推進するための広報展開

57 環境学習の推進

　「新」　は新規事業

事 項 要 求 額

快
適
な
大
気
環
境
、
良
質
な
土
壌
と

水
循
環
の
確
保

環
境
政
策
の
横
断
的
・

総
合
的
な
取
組

国際連携、環境広報など

大気環境等の更なる向上

化学物質による環境リスクの低減

水環境・熱環境の向上
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平成29年度当初予算見積概要

東　京　都　環　境　局

平成28年11月



（注）　計数については、原則として、表示単位未満を四捨五入し端数調整をしていないため、合計数と一致しない場合がある。



29年度見積額 28年度予算額 増（△）減 増減率

東京都再生可能エネルギー等導入推進基金事業 △751

新たな環境施策を推進するための広報展開 22

水素蓄電を活用したまちづくりに向けた調査 152

家庭におけるエネルギー利用の高度化促進事業 △ 3,529

地産地消型再生可能エネルギー導入拡大事業 △ 2,398

中小テナントビル省エネ促進事業 1,685

スマートエネルギーエリア形成推進事業 1,106

既存住宅における高断熱窓導入促進事業 2,543

次世代自動車等の普及推進 △ 6,087

食品ロス・食品廃棄物対策の推進 111

レジ袋対策 60

中央防波堤南側整備 △2,785

40,928 49,469 △ 8,541 △17.3%

△15.2%環 境 管 理 費

△ 2,983 △21.3%3 廃 棄 物 費 11,013 13,996

計

平成29年度当初予算見積総括表

1

△15.7%

4,077

区　　　　　分

4,806 △ 729

主な増減事由

単位：百万円

2 環 境 保 全 費 25,838 30,667 △ 4,829
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（1） 2,180 2,145 35

ア 職 員 費 1,812 1,788 24 1,812

① 一般普及広報等 18

② 新たな環境施策を推進するための広報展開 72

エ
環 境 情 報 管 理 シ ス テ ム
の 運 営 ・ 整 備

20 15 5 15

（2） 1,001 1,923 △ 922

② 環境における国際連携の推進 201

③ 環境学習の推進 29

④ 区市町村との連携による地域環境力活性化事業 15

イ
環 境 確 保 条 例 等
に 関 す る 事 務

674 675 △ 1 委任事務に係る市交付金 670

① 環境影響評価条例審査事務等 17
② オリンピックアセスのための審査会事務等 11

① 調査研究・技術支援 439

② 管理運営 221
③ 環境科学研究所の建物維持管理 113

2

（3）環 境 科 学 費 896 738 158

環境影響評価条例施行事務等ウ 30 28

職員費

環 境 保 全 に 関 す る
広 報 ･ 広 聴

90 68 22ウ

△ 15 管理運営273

事　業　別　要　求　概　要

単位：百万円
1　環境管理費

区　　　　　分 29年度見積の主な内容

管 理 費

イ 局 の 管 理 運 営 258 258

1,220

システムの運営・整備

ア
環 境 保 全 施 策
の 総 合 調 整

297

環 境 政 策 費

△ 923
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（1） 1,941 1,918 23 1,941

（2） 12,933 12,643 290

① 中小規模事業所対策の推進 2,095

②
大規模事業所に対する温室効果ガス排出総量削減義務と
排出量取引制度の運用

443

③ ヒートアイランド対策暑熱対応 316

① エコハウスの普及促進 2,777

② スマートエネルギー都市推進事業 1,185

③ 企業・団体と連携した家庭部門省エネ・節電行動の推進 107

2　環境保全費

区　　  　　　分

管 理 費

346イ

ア 地 球 温 暖 化 対 策 の 推 進

環境エネルギー政策の推進 4,184 3,838

3,123 1,797

単位：百万円

地 球 環 境 エ ネ ル ギ ー 費

1,326

28年度見積の主な内容

職員費
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

① 水素ステーション設備等導入促進事業 2,972

② 燃料電池自動車等導入促進事業 634

③ 事業所向け再エネ由来水素活用設備導入促進事業 475

④ 業務・産業用車両の水素利活用実証事業 230

① 自立型ソーラースタンド普及事業 1,015

② 地産地消型再生可能エネルギー導入拡大事業 13

単位：百万円

区　　  　　　分 28年度見積の主な内容

ウ
水 素 エ ネ ル ギ ー 利 活 用
促 進 事 業

4,365 4,340 25

エ 再生可能エネルギーの推進 1,261 2,668 △ 1,407
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（3） 2,891 8,690 △ 5,799

ア 環 境 改 善 総 合 企 画 等 14 17 △ 3 環境改善に係る総合企画 10

イ
事 業 者 等 の 環 境
保 全 活 動 へ の 支 援

3 3 0 設備改善等資金（中小企業向け）過年度分 3

① 大気環境監視 593

② 大気汚染物質削減総合対策の推進 49

③ 大気環境改善指導 27

エ 騒 音 振 動 対 策 の 推 進 61 56 5 51
① 揮発性有機化合物（ＶＯＣ）対策の推進 337
② 中小事業者への土壌汚染対策技術支援制度 50

③ 土壌・地下水汚染対策 48

④ 有害化学物質対策に係る総合企画 22

① 高圧ガス規制指導 28
② フロン対策事業 15

① 次世代自動車等の普及促進 608

② 自動車使用及び利用の合理化の推進 399

③ 低公害・低燃費車の普及促進 131
④ ディーゼル車規制に係る取締等の推進 82

⑤ 環境保全資金融資あっせん 66

△ 6,017

△ 198257

キ 自 動 車 環 境 対 策 の 推 進 1,506 7,523

区　　  　　　分

カ 環 境 保 安 対 策 の 推 進 59

単位：百万円

28年度見積の主な内容

航空機騒音対策の推進

オ 有害化学物質対策の推進 478 285

641

193

129ウ 大 気 環 境 対 策 の 推 進 770

環 境 改 善 費
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（4） 8,071 7,416 655

① 外来生物対策事業（キョン） 403

② 緑のムーブメントの展開 73

③ 緑の新施策の推進 12

① 清流復活関連施設の維持管理 657

② 水質環境監視 164

③ 水質環境改善指導 25

① 保全緑地の公有化 1,438

② 多摩の森林再生計画 586

③ 水の浸透を高める枝打ち事業 369

④ 保全地域の安心安全 198

① 自然公園の管理 1,097

② 自然公園の整備 967

① 外来種対策 708

② 小笠原国立公園の整備 104

① 都民の森の運営 217

② 都民の森における基盤整備事業 35

ク 森 林 づ く り の 推 進 29 39 △ 10 8エダシャク類防除等

東京都レンジャーの設置83 83

キ 都 民 の 森 の 運 営 252 265 △ 13

カ
自 然 公 園 等 適 正
利 用 推 進 事 業

0 83

水 環 境 対 策 の 推 進 1,069

150

29年度見積の主な内容

1,023

527

59

143

46

オ 世 界 自 然 遺 産 保 全 事 業 855 712

エ 自然公園の管理及び整備 2,064 2,005

280

自 然 環 境 費

区　  　　　　分

単位：百万円

ウ 緑 地 保 全 策 の 推 進 3,042 2,762

ア
自 然 の 保 護 と 回 復 に
関 す る 施 策 の 推 進

677

イ
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（1） 1,217 1,257 △ 40

イ 廃 棄 物 対 策 の 管 理 運 営 50 52 △ 2

1,167職員費

52管理運営

3　廃棄物費
単位：百万円

区　  　　　　分 28年度見積の主な内容

ア 職 員 費 1,167 1,205 △ 38

管 理 費
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29年度見積額 28年度予算額 増（△）減

（2） 5,875 5,289 586

① ポリ塩化ビフェニル廃棄物対策 408

② 産業廃棄物対策 116

③ 市町村事業への支援 88

① 食品ロス・食品廃棄物対策の推進 111

②
先進企業等と共同した「持続可能な資源利用」に向けた
モデル事業の実施

91

③ レジ袋対策 60

④ エコマテリアルの利用拡大に向けた取組 44

⑤ 東京都災害廃棄物処理計画に基づく災害廃棄物対策 21

① 排水処理場の運転 2,778

② 埋立処分作業 1,793

エ 建 物 維 持 管 理 158 156 2 158

3,922

4,550 65

△ 3,529

中防庁舎等建物維持管理

（3）施 設 整 備 費 3,921 7,450 中央防波堤外側埋立処分場及び新海面処分場の建設整備

ウ 廃 棄 物 の 埋 立 処 分 4,615

イ 資 源 循 環 の 推 進 408

単位：百万円

区　  　　　　分 28年度見積の主な内容

234174

ア 廃 棄 物 の 規 制 ･ 指 導 694 409

廃 棄 物 対 策 費

285
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